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（大崎海岸） 

 

鹿児島県大崎町へのご寄附を検討いただいた皆様へ 

 

この度は、本町へのご寄附についてお問い合わせいただき誠にありがとうございます。 

大変お手数ですが、別添申込書に必要事項をご記入いただき、メール又は FAX にてご返送い
ただきますようお願いいたします。 

 

 

【申込書送付先】 

〒899-7305  

鹿児島県曽於郡大崎町仮宿 1029 番地　 

鹿児島県大崎町役場企画政策課企画調整係 

電話：099-476-1111（内線 223） 

FAX：099-476-3979 

Mail：kikaku@town.kagoshima-osaki.lg.jp 

 

 

 

 
 



リサイクルの町から世界の未来をつくる町へ 

大崎町では、企業の皆様からの寄附（企業版ふるさと納税）を受け、『リサイクルの町から世界の

未来をつくる町へ』をスローガンに地域の課題解決はもとより、世界の課題解決に向けたプロジェク

トを実行していきます。 

 

『大崎町にご縁をいただきました皆様へのメッセージ』 

 

鹿児島県大崎町は、鹿児島県の東南部、大隅半島の東側に位置する約１万２千人の町であり、黒牛、ブ

ロイラーに代表される畜産物、大根やごぼうなどの露地野菜、マンゴーなどの熱帯果樹の栽培を中心とし

た農業を基幹産業とし、豊富な水を生かした養殖うなぎも全国有数の生産量を誇ります。 

　また、特徴的な取組として、ごみの埋め立て処分場延命を目的とした住民、企業、行政がチーム大崎と

して一体となって進めてきた徹底したごみ分別の取組が挙げられます。この取組の結果、リサイクル率が

82.6％（全国平均は約 20％）となり、12 年連続でリサイクル率日本一に輝くなど、環境に優しいまちと

して国内外から注目を集めています。 

しかしながら、このような取組をしている一方で、人口減少、少子高齢化が進み、地域課題は山積。持

続可能な自治体の実現に向けて、さらなる飛躍が求められている状況にあります。 

そこで私達は立ち上がりました。これまでこの地域で育まれてきた豊かな自然を守る環境意識や絆で地

域みんなが結ばれているからこそ出来ることがあるのではないか。世界に誇る環境に優しいまちから、全

国、そして世界の課題を解決できる可能性があるのではないか。そう信じて『リサイクルの町から世界の

未来をつくる町へ』をスローガンに様々なプロジェクトにチャレンジする体制を整え、実行に移していま

す。 

皆様からいただいたご寄附を活かして、もっと応援したい魅力的な地域と感じてもらえるよう、そして、

世界で通用する「持続可能」なまちを目指し、さらなる飛躍を誓います。 

 



お申し込みの流れ 

①お申し込み 

別添の「大崎町企業版ふるさと納税申込書」に必要事項をご記入後、メール又は FAX にて

ご返送いただきますようお願いいたします。 

 

 

②ご入金（２通り） 

Ⅰ　郵便振替（振込手数料無料） 

申込用紙の郵便振替希望にチェックいただきましたら、全国の郵便局で使用できる振込用

紙を送付させていただきます。振込用紙に申込金額をご記入いただき、お振込みください。 

 

Ⅱ　金融機関振込（振込手数料はご負担いただくこととなります。） 

　以下の口座にお振込み願います。ただし、振込手数料は貴社の負担となります。予めご了

承ください。 

 

（金融機関）そお鹿児島農業協同組合　（支 店 名） 大崎支店　（口座種別）普通口座　　　　　　

（口座番号）７７７７７７９　　　　　（名　　義）大崎町会計管理者　岡留　和幸 
おおさきちょうかいけいか ん り し ゃ おかどめ かずゆき

 

 

③寄附金受領証の交付 

上記口座への入金が確認出来次第、「寄附金受領証」を送付いたします。 

 

 

④税制措置の申請 

「寄附金受領証」とともに税の申告をお願いします。 

※詳細は会計士または税理士にお問い合わせください。 

 

 

 

 

 



寄附対象事業 

～大崎町 SDGs 推進事業～ 

 

 

大崎町は上記の未来の大崎町ヴィジョンマップにあるサーキュラーヴィレ

ッジ構想を達成すべく、皆様のご寄附を活用させていただきます。 

現在、20 年にわたり継続してきた徹底した分別による資源リサイクルは、

12 年連続で日本一を達成するなど、地域の強みとなっています。 

そのような中、SDGs に関心の高い企業等の視察研修や、連携の依頼も増加

してきており、企業版ふるさと納税を含む域外からの投資を呼び込みつつ、

官民連携で SDGs 達成に取り組む中間支援組織を中心に事業を推進しており

ます。 

具体的には新たな消費財開発に向けた実証実験や、視察研修ビジネス、教

育プログラムの開発を通じて、SDGs 達成はもとより、地域に新しいしごとを

創出し、若者の人口流出を抑制し、人口減少に歯止めをかけ、持続可能なま

ちづくりを実現することを目標としています。


